
別紙 

 

平成２３年度「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の 

継続的な収集および評価への反映等のための取組」に基づく報告について 

 （概要）  

 

平成２１年５月８日付け「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技

術的知見の継続的な収集及び評価への反映等のための取組について」（平成   

２１・０４・１３原院第３号）の指示に基づく平成２３年度の取り組み状況に

ついて、以下のとおり報告します。 

 

１．検討内容 

平成２３年度（平成２３年４月～平成２４年３月）における国の機関等の

報告、学協会等の大会報告・論文、雑誌等の刊行物、海外情報等から原子力

発電所の耐震安全性に係る情報を選定し、耐震安全性評価への反映の要否等

の観点から、それらの知見の内容について検討・整理した。 

 

２．検討結果 

（１）東北地方太平洋沖地震（活断層、地震・地震動、津波）に係る情報 

東北地方太平洋沖地震に関連する情報のうち活断層、地震・地震動、津

波に関しては、科学的・技術的知見として確立されるべく現在も各種議論・

検討がなされていることから、「将来、耐震設計等への反映が必要となる可

能性が高い情報」と位置付けて、表１のとおり、下記の２件の情報を『東

北地方太平洋沖地震に係る新知見情報』とした。 

今後も継続的にこれらに係る知見の動向を注視し、必要に応じて原子力

発電所の耐震安全性評価の向上の取り組みに反映していく。 

表１ 東北地方太平洋沖地震に係る新知見情報および関連する情報数 

新知見情報 関連する情報数 

１ プレート間で発生した巨大連動型地震 
地震・地震動 １０５件 

津波 ２０１件 

２ 
海溝型巨大地震の影響によって発生した 

新たな地震 

活断層 ８８件 

地震・地震動 ３７件 

 

 

 



（２）東北地方太平洋沖地震（活断層、地震・地震動、津波）以外の情報 

東北地方太平洋沖地震のうち活断層、地震・地震動、津波以外の情報お

よび東北地方太平洋沖地震に関連しない情報について、表２のとおり整理

した。 

なお、耐震安全性および耐震裕度の評価に影響を及ぼす新知見情報はな

かった。 

   

表２ 各分野における報告情報数 

ａ. 原子力事業者に共通する情報 

分  野 
反映が必要な 

新知見情報※１ 

新知見 

関連情報※２ 
参考情報※３ 

活断層 ０ ０ １１ 

地盤 ０ ０ ０ 

地震・地震動 ０ ０ ４ 

建物・構築物 ０ ０ ０ 

機器・配管系 ０ ０ １４ 

土木構造物 ０ ０ ２ 

津波 ０ ０ ２４ 

合  計 ０ ０ ５５ 

 

ｂ．当社固有の情報 

分野 
反映が必要な 

新知見情報※１ 

新知見 

関連情報※２ 
参考情報※３ 

女川原子力発電所 ０ ４  ２ 

東通原子力発電所 ０ ０  ５ 

共通（女川・東通） ０ ０  ６ 

計 ０ ４ １３ 

※１ 客観的な根拠・関連するデータ等が蓄積された新たな知見を含み、耐震安全性

評価および耐震裕度の評価への反映が必要な情報（現状評価の見直しの必要性

があるもの）。 

※２ 客観的な根拠・関連するデータ等が蓄積された新たな知見を含むものの、耐震

安全性評価および耐震裕度の評価への反映が必要ない情報（現状評価の見直し

の必要がないもの）。 

※３ 今後の研究動向等によっては、耐震安全性に対する信頼性や耐震裕度向上につ

ながりうる情報。 

以 上 


